
業
種
の
如
何
を
問
わ
ず
、
ビ
ジ
ネ
ス
の
潮
流
が
ど
の
よ
う
な
方
向
性
を
示
し
て
い
る
か
、
と
い
う
問
題
は
、
そ
の
業
界
の
関
係
者

な
ら
常
に
抱
い
て
い
る
関
心
事
で
あ
る
。
証
券
業
界
も
そ
の
例
に
漏
れ
な
い
。

日
本
証
券
業
協
会
調
査
部
よ
り
依
頼
を
受
け
て
行
っ
た
協
会
加
盟
二
五
一
社
の
経
営
分
析
（
拙
稿
『
証
券
会
社
経
営
分
析
に
つ
い

て
』
本
文
お
よ
び
資
料
）
（
１
）

は
、
主
と
し
て
二
〇
一
四
年
度
決
算
資
料
を
用
い
て
現
時
点
に
お
け
る
わ
が
国
証
券
会
社
の
ビ
ジ
ネ
ス
の

動
向
を
検
討
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
二
五
一
社
を
複
数
の
区
分
基
準
（
業
務
特
性
、
株
主
構
成
、
規
模
別
、
地
方
別
）
を

用
い
て
類
型
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
ど
の
よ
う
な
特
性
を
持
つ
ビ
ジ
ネ
ス
が
、
主
と
し
て
ど
の
類
型
の
業
者
に
よ
っ
て
担
わ
れ
て
い

る
の
か
、
と
い
う
観
点
か
ら
検
討
を
行
っ
て
い
る
。

こ
の
中
で
、
特
に
注
目
し
た
の
は
、
収
入
項
目
の
う
ち
で
、
営
業
収
益
の
二
四
％
（
純
営
業
収
益
の
二
六
％
）
も
占
め
る
よ
う
に

な
っ
た
「
そ
の
他
手
数
料
」
で
あ
っ
た
。「
そ
の
他
手
数
料
」
は
、
何
か
積
極
的
に
定
義
づ
け
さ
れ
た
収
入
項
目
で
は
な
く
「
委
託

手
数
料
」、「
引
受
手
数
料
」、「
募
集
手
数
料
」
に
は
入
ら
な
い
手
数
料
す
べ
て
を
包
含
し
て
い
る
。

現
在
、
証
券
会
社
に
適
用
さ
れ
て
い
る
自
主
規
則
「
有
価
証
券
関
連
業
経
理
の
統
一
に
関
す
る
規
則
」（
以
下
、「
統
一
経
理
基
準
」

と
略
）
は
、
過
去
か
ら
踏
襲
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
た
め
、
委
託
・
引
受
・
募
集
の
三
手
数
料
は
、
内
外
の
株
式
、
債
券
、
投
資
信
託

の
現
物
取
引
（
こ
れ
に
市
場
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
も
加
え
）
に
関
連
す
る
も
の
に
限
定
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
た
と
え
ば
店
頭
デ

リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
や
取
引
所
Ｆ
Ｘ
（
外
為
証
拠
金
取
引
）
の
取
次
ぎ
・
媒
介
の
手
数
料
は
、
委
託
手
数
料
に
入
ら
ず
「
そ
の
他
手
数

（1）

証
券
会
社
の
収
入
構
成
の
変
化
に
つ
い
て

二
上
季
代
司



料
」
に
含
め
ら
れ
る
。
つ
ま
り
、
伝
統
的
と
考
え
ら
れ
て
き
た
証
券
業
務
以
外
の
業
務
収
入
で
手
数
料
形
態
を
と
る
も
の
は
「
そ
の

他
手
数
料
」
に
、
手
数
料
形
態
を
と
ら
な
い
も
の
は
「
そ
の
他
業
務
収
益
」（
純
営
業
収
益
の
一
・
三
％
）
に
含
ま
れ
る
。

こ
の
結
果
、「
そ
の
他
手
数
料
」
の
動
向
は
、
伝
統
的
な
証
券
業
務
以
外
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
動
向
を
収
入
面
か
ら
映
し
出
す
こ
と
と

な
っ
た
。
そ
れ
が
営
業
収
益
の
四
分
の
一
の
ウ
ェ
イ
ト
を
占
め
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
と
す
れ
ば
、
わ
が
国
の
証
券
会
社
の
ビ
ジ
ネ

ス
が
伝
統
的
な
証
券
業
プ
ロ
パ
ー
の
域
を
超
え
つ
つ
あ
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
問
題
意
識
を
も
つ
の
は
当
然
で
あ
る
。

先
の
調
査
報
告
書
で
は
、
こ
の
点
に
つ
き
、
四
つ
の
可
能
性
を
指
摘
し
て
お
い
た
。

一
つ
は
、
外
観
上
の
変
化
で
あ
る
。
金
融
商
品
取
引
法
の
施
行
以
来
、
狭
義
の
証
券
会
社
の
み
な
ら
ず
投
資
顧
問
業
者
や
投
資
信

託
委
託
業
者
、
証
券
化
・
フ
ァ
ン
ド
運
営
組
成
販
売
業
者
な
ど
も
日
本
証
券
業
協
会
に
会
員
と
し
て
加
入
し
は
じ
め
て
い
る
。
こ
れ

ら
業
者
の
収
入
を
統
一
経
理
基
準
に
よ
っ
て
経
理
処
理
す
れ
ば
、
大
部
分
が
「
そ
の
他
手
数
料
」
に
計
上
さ
れ
て
し
ま
う
。
そ
の
結

果
、「
そ
の
他
手
数
料
」
の
ウ
ェ
イ
ト
が
高
ま
っ
た
と
い
う
可
能
性
で
あ
る
。

第
二
は
、
証
券
会
社
の
業
務
内
容
の
転
換
が
進
ん
で
い
る
、
と
い
う
可
能
性
で
あ
る
。
狭
義
の
伝
統
的
な
証
券
会
社
に
お
い
て
も
、

投
資
信
託
の
代
行
業
務
や
Ｍ
＆
Ａ
仲
介
な
ど
付
随
業
務
の
規
模
が
急
速
に
拡
大
し
て
お
り
、
投
資
助
言
・
投
資
運
用
業
な
ど
兼
業
登

録
を
行
っ
て
ラ
ッ
プ
口
座
な
ど
の
業
務
多
様
化
を
進
め
て
い
る
。
こ
れ
が
「
そ
の
他
手
数
料
」
の
ウ
ェ
イ
ト
の
上
昇
に
反
映
し
て
い

る
と
い
う
可
能
性
で
あ
る
。

第
三
に
、
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
っ
た
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
が
生
ま
れ
て
い
る
と
い
う
可
能
性
で
あ
る
。
そ
も
そ
も
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ

ブ
や
レ
ポ
取
引
、
証
券
化
や
フ
ァ
ン
ド
・
ビ
ジ
ネ
ス
そ
れ
自
体
が
こ
こ
二
〇
年
ほ
ど
の
間
に
法
制
度
そ
の
他
が
整
備
さ
れ
、
拡
大
し

て
き
た
も
の
で
あ
る
。
第
二
の
可
能
性
と
も
重
な
る
が
、
ラ
ッ
プ
口
座
な
ど
は
こ
こ
数
年
に
急
速
に
伸
長
し
て
き
た
サ
ー
ビ
ス
で
あ

る
。

（2）



第
四
に
ノ
イ
ズ
と
い
っ
て
よ
い
事
情
が
重
な
っ
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。「
そ
の
他
手
数
料
」
は
雑
多
な
も
の
を
含
ん
で
お
り
、

「
顧
客
斡
旋
手
数
料
」
と
い
っ
た
親
会
社
・
子
会
社
間
の
単
な
る
収
入
移
転
的
要
素
を
含
ん
で
い
る
可
能
性
も
あ
る
だ
ろ
う
。

な
お
、「
そ
の
他
手
数
料
」
に
関
係
す
る
こ
と
で
は
な
い
が
、
証
券
業
務
自
体
の
変
化
も
あ
る
。
手
数
料
自
由
化
や
市
場
集
中
義

務
の
撤
廃
に
よ
り
、
非
対
面
の
ネ
ッ
ト
証
券
や
Ｐ
Ｔ
Ｓ
と
い
っ
た
新
し
い
ブ
ロ
ー
カ
ー
業
務
が
台
頭
し
、
こ
う
し
た
代
替
的
な
業
務

形
態
が
、
従
来
の
業
務
形
態
（
対
面
営
業
、
取
引
所
市
場
へ
の
取
次
ぎ
）
の
収
益
性
を
低
下
さ
せ
て
い
く
と
い
っ
た
可
能
性
も
、
証

券
ビ
ジ
ネ
ス
の
今
後
を
展
望
す
る
上
で
は
注
目
点
で
あ
ろ
う
。

と
こ
ろ
で
、
先
の
調
査
報
告
書
は
、
二
〇
一
四
年
度
の
決
算
資
料
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
時
系
列
的
な

調
査
は
行
っ
て
い
な
い
。
し
か
し
、
今
後
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
潮
流
を
予
見
す
る
た
め
に
は
、
過
去
か
ら
の
ト
レ
ン
ド
を
―
―
で
き
れ
ば

長
期
間
に
わ
た
っ
て
―
―
、
み
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

そ
こ
で
、
以
下
で
は
、
焦
点
と
な
る
「
そ
の
他
手
数
料
」
を
中
心
に
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
一
九
九
五
年
度
か
ら
現
在
ま
で
の
わ
が

国
証
券
会
社
の
収
入
項
目
変
化
と
そ
の
推
移
を
整
理
し
て
み
た
（
２
）。

１
　
収
入
構
成
の
変
化

最
初
に
、
一
九
九
五
年
度
（
当
年
四
月
〜
翌
年
三
月
）
と
直
近
の
二
〇
一
四
年
度
の
営
業
収
支
項
目
を
比
較
し
て
お
こ
う
（
表

１
）。こ

れ
に
よ
る
と
収
入
項
目
で
は
「
そ
の
他
手
数
料
」
の
伸
び
が
最
も
大
き
く
、
次
い
で
「
売
買
等
損
益
（
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
損
益
）」

の
順
と
な
っ
て
い
る
。
実
額
を
み
て
も
、
こ
の
両
項
目
は
か
つ
て
最
大
の
収
入
源
で
あ
っ
た
委
託
手
数
料
を
大
幅
に
上
回
っ
て
い
る
。

費
用
項
目
と
し
て
は
か
つ
て
最
大
の
固
定
費
で
あ
っ
た
人
件
費
が
抑
制
さ
れ
て
お
り
（
３
）、

そ
の
結
果
、
営
業
利
益
も
回
復
し
て
い
る
。

（3）



し
か
し
、
こ
れ
は
二
〇
年
前
の
一
時
点
と
比
較
し
た
も
の

に
過
ぎ
な
い
。
こ
の
変
化
が
ど
の
よ
う
な
プ
ロ
セ
ス
を
た
ど

っ
て
現
在
に
至
っ
て
い
る
の
か
、
さ
ら
に
は
今
後
、
各
収
支

項
目
が
ど
の
よ
う
に
推
移
し
て
い
く
の
か
、
何
と
も
断
定
し

よ
う
が
な
い
。
そ
の
た
め
に
は
さ
ら
に
年
度
ご
と
に
、
こ
れ

ら
各
収
入
項
目
・
各
費
用
項
目
に
つ
い
て
、
詳
細
に
み
て
お

く
必
要
が
あ
る
。

そ
こ
で
、
こ
こ
で
は
、
ま
ず
冒
頭
で
言
及
し
た
「
そ
の
他

手
数
料
」
を
取
り
上
げ
て
、
そ
れ
が
ど
の
よ
う
に
増
大
し
て

き
た
の
か
、
年
度
ご
と
の
動
き
を
み
な
が
ら
検
討
し
て
み
よ

う
。２

　
そ
の
他
手
数
料
の
ビ
ジ
ネ
ス

表
２
は
、「
そ
の
他
手
数
料
」（
お
よ
び
「
そ
の
他
営
業
収

益
」）
が
ど
の
よ
う
な
ビ
ジ
ネ
ス
か
ら
の
収
入
な
の
か
、
を

み
た
も
の
で
あ
る
。
ま
た
下
段
は
、
そ
の
う
ち
外
資
系
証
券

会
社
が
ど
の
程
度
の
シ
ェ
ア
を
占
め
て
い
る
か
を
示
し
て
い

る
（
な
お
、
外
資
系
証
券
会
社
の
数
は
二
五
一
社
中
、
六
六

（4）

（出所）日本証券業協会監査２部『会員の決算概況』より作成
営業利益

項目

26.9％
23.9％

1.09
5.82

1995年度

人件費 1,023
171

対1995年
度比較

構成比

251社

36.6％ 1,117
6.1％ 994

表１　証券会社の収入構成
（単位：10億円、％）

営業収益 2,798 100.0％ 4,156 100.0％ 1.49
受入手数料 1,872 66.9％ 2,294 55.2％ 1.23
（委託手数料） 1,154 41.2％ 688 16.6％ 0.60
（引受け・売出し手数料） 182 6.5％ 162 3.9％ 0.89
（募集・売出しの取扱手数料） 214 7.6％ 465 11.2％ 2.18
（その他手数料） 323 11.5％ 978 23.5％ 3.03

支払利息 116 4.1％ 78 1.9％ 0.67
純営業収益 2,474 88.4％ 3,807 91.6％ 1.54
販売費・一般管理費 2,303 82.3％ 2,813 67.7％ 1.22
取引関係費 359 12.8％ 718 17.3％ 2.00

2014年度 構成比

会　社　数 276社 0.91

売買等損益（トレーディング損益） 553 19.7％ 1,237 29.8％ 2.24
金融収益 373 13.3％ 578 13.9％ 1.55
（信用取引収益） 69 2.5％ 97 2.3％ 1.41

金融費用 324 11.6％ 349 8.4％ 1.08
信用取引費用 36 1.3％ 17 0.4％ 0.48



社
で
あ
る
）

「
そ
の
他
手
数
料
」
お
よ
び
「
そ
の
他
営
業
収
益
」
に
は
、
①
本
来
業
務
（
口

座
管
理
業
務
＝
有
価
証
券
等
管
理
業
務
、
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
）
の
ほ
か
、

②
付
随
業
務
（
投
信
代
行
業
務
、
レ
ポ
取
引
＝
有
価
証
券
貸
借
取
引
の
仲
介
、
コ

ー
ポ
レ
ー
ト
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
＝
Ｍ
＆
Ａ
な
ど
の
助
言
・
仲
介
お
よ
び
経
営
相
談

業
務
）、
③
届
出
業
務
（
保
険
販
売
等
）、
④
承
認
業
務
、
⑤
兼
業
（
フ
ァ
ン
ド
組

成
販
売
お
よ
び
上
場
Ｆ
Ｘ
＝
第
二
種
金
融
商
品
取
引
業
、
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
ア

ド
バ
イ
ザ
リ
ー
＝
投
資
助
言
・
代
理
業
お
よ
び
投
資
運
用
業
な
ど
）
な
ど
か
ら
の

業
務
収
入
を
含
ん
で
い
る
。

こ
の
中
で
、
有
価
証
券
等
管
理
業
務
か
ら
生
ま
れ
る
口
座
管
理
手
数
料
は
、
個

人
顧
客
か
ら
の
保
護
預
か
り
手
数
料
を
無
料
に
し
て
い
る
業
者
が
多
い
こ
と
か
ら
、

ほ
と
ん
ど
信
用
取
引
関
連
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
、
信
用
取
引
金
利
収
入
と
に
ら
み

合
わ
せ
れ
ば
き
わ
め
て
小
額
で
あ
ろ
う
と
推
測
で
き
る
。
と
す
れ
ば
、「
そ
の
他
手

数
料
」
の
大
部
分
は
、
ほ
と
ん
ど
が
「
非
」
伝
統
的
な
業
務
、「
非
」
本
来
的
な
業

務
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

で
は
、
こ
れ
ら
の
「
非
」
伝
統
的
、「
非
」
本
来
的
業
務
の
う
ち
で
、
ど
れ
が
ど

の
程
度
の
ウ
ェ
イ
ト
を
占
め
、
い
つ
か
ら
増
え
て
き
た
の
か
、
そ
れ
は
ど
の
よ
う

な
業
者
が
担
い
手
な
の
で
あ
ろ
う
か
。
そ
れ
は
開
示
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
こ
で
、

（5）

表２　「その他手数料」「その他営業収益」に関連するビジネス

（出所）拙稿『証券会社経営分析について』資料、表８より転載、一部簡略。

手数料シェア
（2014年度実績）

その他手数料

外資系、62.6％ 外資系、86.8％ 外資系、8.1％

その他営業収益

外資系、49.3％

株 債券 投信 その他

伝統的ビジネス
口座管理手数料
(主として信用
取引関係）

代行手数料

非伝統的ビジネ
ス

店頭エクィティ
デリバティブ

店頭債券デリバ
ティブ

コーポレートアドバ
イザリー（M&A等）
店頭クレジットデリ
バティブ

債券レポ仲介

運用報酬（委託者報酬、運用受託報酬）
FX委託手数料



そ
の
手
が
か
り
を
見
つ
け
る
た
め
、
バ
ブ
ル
崩
壊
以
後
の

「
そ
の
他
手
数
料
」
の
推
移
を
み
よ
う
。

３
　
そ
の
他
手
数
料
の
推
移

図
１
は
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
一
九
九
〇
年
度
か
ら
二
〇

一
四
年
度
ま
で
の
協
会
加
盟
全
社
の
「
そ
の
他
手
数
料
」

の
推
移
、
図
２
は
そ
れ
が
営
業
収
益
に
占
め
る
構
成
比
を

み
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
、
一
九
九
四
年
度
ま
で
は
、

国
内
証
券
会
社
の
数
値
の
み
で
あ
る
。

こ
れ
に
よ
る
と
、「
そ
の
他
手
数
料
」
は
、
国
内
証
券

会
社
の
み
で
あ
る
が
一
九
九
〇
年
度
は
三
千
億
円
弱
で
営

業
収
益
に
占
め
る
比
率
も
七
・
三
％
に
過
ぎ
な
か
っ
た

が
、
証
券
不
況
が
深
化
し
、
営
業
収
益
全
体
が
落
ち
込
む

な
か
で
も
、
金
額
的
に
は
大
し
た
落
ち
込
み
は
な
く
、
そ

の
結
果
、
徐
々
に
構
成
比
率
は
上
が
っ
て
い
く
。

「
そ
の
他
手
数
料
」
の
実
額
が
急
速
に
増
大
す
る
の
は

一
九
九
〇
年
代
後
半
か
ら
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
直
前
の
二

〇
〇
七
年
度
ま
で
の
約
一
〇
年
間
で
あ
る
。
一
九
九
五
年

（6）

図１　その他手数料の推移（単位：10億円）
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度
か
ら
外
国
証
券
会
社
の
数
値
が
加
わ
る
が
、
こ
の
年

度
は
二
三
八
〇
億
円
（
営
業
収
益
に
占
め
る
構
成
比
率

は
一
一
・
八
％
）
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
二
〇
〇
七
年

度
に
は
一
兆
四
四
〇
〇
億
円
弱
（
営
業
収
益
の
三
一
・

三
％
）
に
達
し
て
い
る
。
そ
の
後
、
二
〇
一
二
年
度
に

は
ピ
ー
ク
時
（
二
〇
〇
七
年
度
）
比
較
で
約
半
分
に
減

る
が
、
現
在
は
や
や
持
ち
直
し
、
構
成
比
率
は
約
四
分

の
一
前
後
を
キ
ー
プ
し
て
い
る
。

こ
れ
を
み
る
と
、
投
資
顧
問
業
者
等
が
証
券
業
協
会

に
加
入
し
始
め
た
の
は
金
融
商
品
取
引
法
改
正
以
降
で

あ
る
が
、「
そ
の
他
手
数
料
」
が
急
増
し
始
め
た
の
は

一
九
九
〇
年
代
後
半
以
降
で
あ
る
か
ら
、
冒
頭
で
み
た

第
一
の
可
能
性
は
小
さ
い
で
あ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
、

考
え
ら
れ
る
と
す
れ
ば
証
券
会
社
の
業
務
内
容
の
転
換

（
第
二
の
可
能
性
）
な
ら
び
に
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
の
生

起
（
第
三
の
可
能
性
）
等
で
あ
る
。

今
一
つ
の
手
が
か
り
は
、「
そ
の
他
手
数
料
」
を
生

み
出
す
ビ
ジ
ネ
ス
の
担
い
手
で
あ
る
。
先
ほ
ど
も
み
た

（7）

図２　その他手数料の構成比率推移
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よ
う
に
日
本
証
券
業
協
会
は
『
証
券
業
報
』
に
お
い
て
会
員
の
決
算
概
況
を
開
示
し
て
い
る
。
こ
の
会
員
決
算
概
況
で
は
、
一
九
九

五
年
度
（
平
成
七
年
度
）
以
降
、
国
内
証
券
会
社
に
加
え
外
国
証
券
会
社
の
数
値
も
加
え
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
開
示
初
年
度

の
一
九
九
五
年
度
で
は
、
そ
の
他
手
数
料
の
外
国
証
券
会
社
シ
ェ
ア
は
二
六
・
三
％
で
あ
っ
た
が
、
以
降
、
年
々
シ
ェ
ア
が
上
昇
し

て
い
き
、
二
〇
〇
五
年
度
に
は
、
五
四
・
五
％
に
達
し
て
い
る
。

そ
の
後
、
外
国
証
券
会
社
は
、
国
内
法
人
化
し
て
い
っ
た
た
め
に
、
数
値
が
連
続
し
な
く
な
っ
た
が
（
４
）、

冒
頭
で
紹
介
し
た
拙
稿
に

よ
る
と
、
二
〇
一
四
年
度
に
お
い
て
も
過
半
を
超
え
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
（
拙
稿
『
証
券
会
社
経
営
分
析
に
つ
い
て
』、
資
料
の

表
八
）。
つ
ま
り
、「
そ
の
他
手
数
料
」
の
急
速
な
増
大
は
外
国
証
券
会
社
が
先
導
し
て
き
た
と
考
え
ら
れ
る
。

４
　
お
わ
り
に

紙
面
と
資
料
の
制
約
上
、
今
回
は
「
そ
の
他
手
数
料
」
の
推
移
を
み
た
だ
け
で
あ
る
。「
そ
の
他
手
数
料
」
は
一
九
九
〇
年
代
後

半
か
ら
外
国
証
券
会
社
が
先
導
す
る
形
で
急
速
に
増
大
し
た
の
だ
が
、
そ
れ
が
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
ビ
ジ
ネ
ス
で
あ
っ
た
の
か
、

ま
だ
詳
細
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。「
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
損
益
」
の
拡
大
な
ど
、
そ
の
他
に
も
さ
ま
ざ
ま
な
角
度
か
ら

検
討
す
べ
き
課
題
が
い
く
つ
も
あ
る
が
、
今
後
、
一
層
、
研
鑽
に
努
め
て
明
ら
か
に
し
て
い
き
た
い
と
思
う
。

注（
１
）

本
文
はhttp://w

w
w

.jsda.or.jp/shiryo/chousa/files/160622keieibunseki.pdf

。
資
料
はhttp://w

w
w

.jsda.or.jp/shiryo/chousa/

files/160622shiryou.pdf

。

（
２
）

な
お
、
利
用
し
た
も
の
は
日
本
証
券
業
協
会
に
よ
る
開
示
資
料
で
あ
る
（
日
本
証
券
業
協
会
監
査
二
部
『
会
員
の
決
算
概
況
』、http://

（8）



w
w

w
.jsda.or.jp/shiryo/toukei/kessan/index.htm

l

）。
一
九
九
五
年
度
を
起
点
に
と
っ
た
の
は
、
こ
の
年
か
ら
外
国
証
券
会
社
の
数

値
が
開
示
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
で
あ
る
。

（
３
）

一
九
九
五
年
末
、
証
券
授
業
員
は
一
二
万
二
千
人
を
数
え
た
が
、
二
〇
一
五
年
末
一
〇
万
二
千
人
と
一
六
％
の
減
少
で
あ
る
。
人
数
削
減

が
人
件
費
抑
制
の
最
大
の
要
因
で
あ
る
。

（
４
）

「
外
国
証
券
会
社
」
の
定
義
は
、
海
外
に
設
立
根
拠
法
を
持
つ
証
券
会
社
が
、
国
内
に
「
支
店
」
と
し
て
進
出
し
て
い
る
も
の
を
指
し
て

い
た
。
と
こ
ろ
が
、
二
〇
〇
六
年
度
以
降
、
在
日
支
店
を
日
本
の
国
内
法
に
基
づ
く
法
人
へ
組
織
変
更
し
た
た
め
、
定
義
上
、
国
内
証
券

会
社
に
な
り
、
以
前
の
数
値
を
連
続
し
て
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
。
現
在
、
外
国
証
券
と
さ
れ
て
い
る
も
の
は
在
日
支
店
と

し
て
営
業
し
て
い
る
業
者
で
あ
る
が
、
国
内
証
券
会
社
に
も
一
〇
〇
％
海
外
出
資
の
証
券
会
社
が
数
多
く
存
在
す
る
。
そ
こ
で
、
前
掲
の

拙
稿
で
は
株
主
構
成
か
ら
判
断
し
て
国
内
証
券
会
社
と
外
国
証
券
会
社
を
分
け
た
の
で
あ
る
。

（
に
か
み
　
き
よ
し
・
大
阪
研
究
所
長
）

（9）


